




平成２８年度当初予算案主要事業の概要

9,健康医療部0x 

ｔ
装平成２８年度財務部長内示額 ｊ

中段平成２８年度知事復活要求額
下段平成２７年度当初予算額 3, 

事 業 名  ２８既内示額  摘 要 
２８復活要求額  

9,２７当初額0x  

１3,医療システムの充実  
9,１0x救急。災害医療体制の充  
実に努めます   

x9三次救急医療関連4,  
① 救命救急センター体制整  ５億４,８８９万円  ０救命救急センター運営補助事業  

備事業費  生命の危機を伴う重篤な救急患者に対す 
9,５億４,８８９万円0x  る医療を担う救命救急センターのうち４箇 

所に対する運営補助。 

x9二次救急医療関連4,  
② 地域医療介護総合確保基  

金事業費9,救急医療事業0x  
。救急搬送患者受入促進事  ６億２００万円  「傷病者の搬送及び受入れの実施基準」 

業  の検証や、 受入困難事案患者の受入れに協 
9,５億７,９００万円0x  力する医療機関に対し、 経費の一部を補 

助。 

。救急搬送。受入体制強化  ４,６４４万円  救急搬送。受入データ等に基づき、 救急 
事業  隊の現場活動状況や医療機関の受入状況を 

9,３,４８７万円0x  集計。分析するOＲＩＯＮ9,大阪府救急搬送。情 
報収集。集計分析システム0xの改修を実 
施。 

x9小児救急医療関連4,  
③ 地域医療介護総合確保基  

金事業費9,救急医療事業0x  
。小児救急医療体制整備事  ２億１,４３８万円  ０小児救急医療支援事業 

業  市町村が行う地域ブロック単位での輪番 
9,２億１,２７４万円0x  制による小児救急医療体制運営事業に対し 

補助。 

,0１,0 



x9精神科救急医療関連4,
④ 精神科救急医療体制整備

事業費

x9救急医療全般4,
⑤ 救急医療情報システム整

備運営事業費

⑥ ドクターヘり運営費負担
金 9,関西広域連合負担金の
一部0x 

x9災害医療関連4,
⑦ 災害時医療体制整備事業

費

３億６,７９１万円

9,３億６,４５８万円0x 

２億９,６３０万円

9,２億９,６３０万円0x 

５,９１４万円

9,７,３１８万円0x 

３億４,３５９万円

9,２億９,２３８万円0x 

,0２,0

０小児救急電話相談事業
夜間の子どもの急病時に保護者の不安を

解消するため、 小児科医の支援体制のも
と、 看護師による夜間電話相談を実施。 

休日 。夜間等において精神科疾患又は症
状の急発。急変に対応するため、 精神保健
福祉士等の専門相談員が助言や精神科救急
医療情報センターへの紹介などを行う医療
相談体制を確保。また、緊急措置診察の実
施や入院受入医療機関の確保等、 精神 。 身
体合併症も含めた精神科救急医療体制を整
備。 

救急医療機関等に関する情報を集約し、
府民にわかりやすく提供するとともに、 よ
り円滑かつ適切な救急患者の搬送及び受入
れをめざし、 消防。 医療関係者間の情報ネ
ットワークの根幹となるシステムを整備運
営。

また、 三次救急医療機関間のネットワー
クを活用し、 受入因難事案に対応。

平成２５年４月に大阪府ドクターヘりを移
管した関西広域連合に対し、 運営費等の一 
部を負担。 9,政策企画部で計上0x 

０大阪Ｄ Ｍ Ａ Ｔ整備事業
府内の災害拠点病院の医師、 看護師等に

対し、 実際の災害現場における活動を踏ま
えた研修を実施。

０救急医療施設耐震整備事業
府内x9次救急告示病院の耐震化整備を促

進。 ・ 



OＮ Ｂ Ｃ災害。テロ対策設備整備事業 
放射性物質、化学剤、生物剤による災害 

に備え、 災害拠点病院が行う防護服や除染 
設備等の整備を支援 

9,２0x 周産期医療体制の充実に  
努めます  

① 周産期医療体制整備事業  １１億５,１４０万円  ０周産期母子医療センター連営事業 
費  安心して子どもを産み育てることができ 

9,１１億３,７６６万円0x  る環境づくりの一環として、高度専門的な 
周産期医療を効果的に提供する周産期母子 
医療センターの運営に対し補助。 
。総合周産期母子医療センター５施設 
。地域周産期母子医療センター１７施設 

０産婦人科救急搬送体制確保事業 
かかりっけ医をもたない末受診妊婦等産 

婦人科の救急搬送を休日 。夜間等に受け入 
れる医療機関を当番制により確保。 

０周産期緊急医療体制コーディ ネータ一 
設置事業 

緊急搬送が必要な府内のハイリスク妊婦 
の搬送先調整を担う専任医師をコーディネ 
ータ一として府立母子保健総合医療センタ 
ーに配置し、 緊急搬送を円滑化。 

０周産期緊急医療体制整備事業 
危険な状態にある妊産婦や新生児を専門 

医療機関へ緊急に搬送し、 適切な医療が受 
けられる体制を確保。 

② 地域医療介護総合確保基  
金事業費9,地域医療事業0x  
。 産科小児科担当医等手当  １億１,９００万円  母子保健医療体制を支える医師等を確保 

導入促進事業費  するため、 分娩手当等を支給する医療機関 
9,１億４,３２０万円0x  に対し補助。 

,0３,0 



9,３0x在宅医療体制の整備を推
進します

① 地域医療介護総合確保基
金事業費9,地域医療事業0x
。 在宅医療情報基盤整備事

業費

。在宅医療推進事業費

② 地域医療介護総合確保基
金事業費9,歯科保健事業0x 
。 在宅歯科医療連携体制推

進事業 ,0 

③ 地域医療介護総合確保基
金事業費9,看護事業0x
。訪問看護推進事業

３億１,２４２万円

9,３億１,８３６万円0x 

３億３,５０４万円

9,３億４,２７５万円0x 

６,７６３万円

9,６,７６３万円0x 

１億１,８５０万円

9,１億２,２５７万円0x 

,0４,0 

在宅医療の多職種情報共有システムや病
院 。 診療所間の医療情報提供システム導入
経費の一部を補助。

在宅医の確保を図る人材の配置経費を補
助するとともにその人材の質の確保を図る
取組を実施。 

効果的な在宅歯科医療サービスを提供す
るために、 地域における在宅医療分野での
歯科との他職種連携体制の構築を推進。 

０訪問看護ネットワーク事業
医療ニーズが高い患者等の增加に対し

て、 安定的な訪問看護サービスを供給で
きる体制を整備するため、 訪問看護ステ
ーションの相互連携による機能強化や規
模拡大を図るための各種事業に対し補
助。

０訪問看護師確保定着支援事業
訪問看護の安定的な供給のために必要な

人材確保、資質向上、定着支援、サービス
向上に対応するため、 各種研修等の事業を
実施する大阪府訪問看護ステーション協会
等に委託又は補助。 



④ 地域医療介護総合確保基  
金事業費9,薬務対策0x  
。無菌調剤対応薬剤師の育  ８２５万円  無蘭調剤薬局の共同利用や、地域の基幹 

成事業 3,  薬局での無菌調剤の実施を促し、 在宅医療 
9,８２５万円0x  9,薬剤0x受入体制整備を推進するため、業 

局 。 薬剤師への無菌調剤に関する研修を実 
施する大阪府薬剤師会に対し補助。 

9,４0x医師。看護師確保対策等  
を推進します  

① 専門医認定支援事業費  １,７７３万円  新たな専門医の仕組みが円滑に構築され 
るよう、 地域医療に配慮した専門医養成プ 

9,３,０３５万円0x  ログラムの作成を行う医療機関に対し補 
助。 

② 地域医療介護総合確保基  
金事業費9,地域医療事業0x  
。地域医療支接センター運  ５,２７７万円  地域や診療科間のバランスのとれた医師 

営事業費  確保を推進するため、 地域医療に従事する 
9,５,２７７万円0x  医師のキャリア形成を支援する地域医療支 

援センター9,大阪府医療人キャリアセンタ 
,00xを運営。  

。女性医師等就労環境改善  １億１,４６１万円  女性医師等の離職防止と定着を図るた 
事業費  め、 動務環境の改善や復職支接への取組み 

9,１億４,８６９万円0x  を実施するx9次救急告示医療機関及び総 
合。地域周産期母子医療センター等に対し 
補助。 

。地域医療確保修学資金等  ５,６１０万円  医師の確保が非常に困難な状況となって 
貸与事業費 3,  いる周産期医療 。救急医療等の分野で勤務 

9,４,４１０万円0x  する医師を確保するため、 これらの分野を 
志望する大学生に対し修学資金等を貸与。 

。 地域救急医療システム推  ８,８００万円  医師の救急初期診療能力の向上を図るた 
進事業費  め、 救急研修拠点施設を中心とした研修等 

9,８,３４１万円0x  運営経費を補助。  

,0５,0 



③ 地域医療介護総合確保基  
金事業費9,看護事業0x  
。 病院内保育所運営費補助  ４億３,７５２万円  看護職員等の定着促進及び離職防止を図 

事業  るため、 病院内保育所を設置する病院等に 
9,６億５２４万円0x  対し補助。 

。看護師等養成所施設整備  ２億８,７３４万円  看護師等養成所における教育内容の充実 
事業  を図り、 看護サービスの向上と看護職員の 

9,５億２,１１０万円0x  定着対策を推進するため、 養成所の施設整 
備に対し補助。 

。看護師等養成所運営費補  １０億２,０４３万円  看護師等養成所における教育内容の充実 
助事業  を図り、 看護サービスの向上と看護職員の 

9,１０億４,８６９万円0x  定着対策を推進するため、 養成所の運営経 
費に対し補助。 

。 看護師等人材確保促進事  ３,６００万円  府内の看護職員不足の解消を図るため、 
業 9,ナースセンター事業0x  未就業看護職員の無料職業紹介や講習会等 

9,３,６０１万円0x  を大阪府看護協会に委託して実施。 

9,５0x保健医療基盤の整備を推  
進します   

① 保健医療計画推進事業費  ３,８５１万円  次期保健医療計画 9,平成３０年度から平成 
３５年度まで0x の策定に向けたデータ収集 。 

9,１,２８２万円0x  分析等及び地域医療構想の達成を推進する 
ため、協議。検討を実施。 

② 地域医療介護総合確保基  
金事業費9,医事事業0x  
。病床の機能分化・連携を  １７億２,６８５万円  地域医療構想を踏まえ、 病床の機能分化 

推進するための基盤整備事  を推進するため、 補助対象の拡充や補助基 
業  9,４億２,８７５万円0x  本額の引上げを行い、 病床の転換に対する 

支援を拡充。 

,0６,0 



③ 医療安全支援センター運  ３３３万円  ０医療相談窓口整備事業 
営事業費  保健所内に医療相談窓口を整備するとと 

9,３３９万円0x  もに、医療関係者。市民団体。行政等が情 
報交換を行い、 地域において府民が気軽に 
医療に関する相談や助言を受けられる体制 
を整備。  

０外国人医療相談事業 
外国人のための医療専門の相談体制を整 

備するため、 電話相談等を実施しているＮ 
Ｐ ０に対し補助。 

０医療安全対策指導者育成研修事業 
近年、 医療事故が多発していることを踏 

まえ、 府民が安心して医療機関を受診でき 
るよう、 医療機関における安全対策推進の 
中心となる指導者の育成を図るための研修 
を実施し、 医療安全体制を向上。 

④ 医療機関情報システム運  ４,２４９万円  府内の全医療機関9,病院。診療所。歯科 
営事業費  診療所。助産所0x の医療機能に関する情報 

9,４,２４９万円0x  を府民にわかりやすく提供するため、 医療 
機関情報システムを運営。 

２3,健康づくりと疾病対策  
9,１0x非感染性疾患9,Ｎ Ｃ Ｄ0x  

対策を推進します 3,  

① 健康寿命延伸プロジェク  ３,７０３万円  ０市町村健康づくり推進事業 
ト事業費  府民の主体的な健康づく りを支援するた 

9,,00x  め、健康づくりを行った者に特典を付与す 
る「健康マイレージ事業」を導入する市町 
村に対し、 事業立ち上げ経費及び拡充に要 
する経費の一部を補助。  

０中小企業の健康づくり推進事業 
全国健康保険協会大阪支部の特定健診デ 

ータを活用し、 府の特定健診受診率向上に 
つながる取組みを実施。 

② 健康増進事業費  ３億３,１４２万円  ０健康增進事業 
市町村が実施する健康増進事業に要する 

9,３億３,３９２万円0x  経費について補助。 
,0７,0 



③ 健康。栄養対策費

④ 口ｌl空保健対策費

⑤ たばこ対策推進事業費

⑥ 大阪がん循環器病予防セ
ンター事業費

１,２８４万円

9,１,３５０万円0x 

１,７７１万円

9,２,０４０万円0x 

１０８万円

9,１１４万円0x 

３億３,７１１万円

9,３億４,３７２万円0x 

,0８,0 

O地域職域連携推進事業
「第２次大阪府健康増進計画」に基づく

健康づくりを推進するため、地域保健と
職域保健の連携体制の整備を行うととも
に、行政。医療保険者等の関係機関によ
る「地域職域連携推進協議会」3,を運営。

０食育推進プロジェクト事業
食育推進プログラムの普及。充実を行

うとともに、学校と家庭、地域。外食産
業、 産地等が連携して食育の取組みを推
進し、 外食産業や流通産業等と協働した
食環境づくり、食育基本法及び「第２次
大阪府食育推進計画」 に基づいた食育を
推進。

「大阪府歯科口性保健計画」 を推進する
ため、 府内における歯科保健の状況調査や
評価、 普及啓発事業や研修事業を実施する
とともに、 庁内に設置した口腔保健支援セ
ンターにおいて、 市町村支接等を実施。

受動喫煙防止対策を推進するため、 公共
施設等における状況調査や評価、 啓発事業
を実施するとともに、 未成年者のｌ要煙防止
対策として、 学校における 喫煙防止教育支
援事業等を実施。

また、 実効性のある受動喫期防止対策を
実現するために、 「大阪府受動喫煙の防止
に関するガイドライン」に基づき、府民や
施設管理者への周知。啓発を実施。

０がん検診推進事業
検診機関が不足する府内市町村へ、 検

診車によるがん検診を実施する大阪がん
循環器病予防センターに対し補助。

０がん検診精度管理事業
市町村のがん検診事業を分析 。 評価の

うえ、 課題を明確化するとともに、 改善
方策等について指導。助言を行う「精度
管理センター」を設置。運営。 



⑦ がん対策推進事業費

⑧ がん診療連携拠点病院機
能強化事業費

⑨ がん対策基金事業費

６,７９１万円

9,６,４５０万円0x 

１億４,０１７万円

9,１億４,０１７万円0x 

１,３５８万円

9,１,１５７万円0x 

,0ｇ,0 

O循環器病疾患予防研究事業
循環器病疾患の予防のため、 健診によ

るデータ集積、健康づくりノウハウの開
発、医療費。特定健診等のデータ分析を
実施。

「大阪府がん対策推進条例」及び「第二
期・大阪府がん対策推進計画」に基づき、が
ん検診。医療の充実等、がん対策を総合的
に推進。 ・

０がん対策推進委員会の運営
がん対策の推進に関する基本的かつ総合

的な政策及び重要事項の審議及び計画に基
づく事業の実施状況の検討を行うため、 大
阪府がん対策推進委員会及び各専門部会を
運営。

O組織型検診体制推進事業
がん検診の精度向上を図るため、 府内市

町村のがん検診の情報を集約するととも
に、 分析情報を検証し、 市町村へ提供。

０肝疾患診療体制整備事業 
「肝疾患診療連携拠点病院」 において、

患者。家族及び地域の医療機関等に対し肝
疾患にかかる情報提供。 相談支援を実施す
るとともに、 医療従事者を対象とした研修
を実施。

地域におけるがん医療の水準を向上する
ため、 「がん診療連携拠点病院」を整備す
るとともに、 がん診療連携拠点病院による
がんに関する普及啓発や情報提供、 患者へ
の相談支援、 医療機関相互の診療連携及び
緩和ケア等に関する研修会等の実施に対し
補助。 

「大阪府がん対策基金」を活用し、がん
についての正しい知識の普及啓発や公立中
学校におけるがんの予防につながる学習活
動など、 がん対策の推進に資する事業を実
施。 



⑩ 地域医療介護総合確保基  ２億２,４００万円  がん医療提供体制の充実強化を図るた 
金事業費3,9,がん対策事業0x  め、 がん診療拠点病院が行う設備整備等を 
。がん医療提供体制等充実  9,４億９,４００万円0x  支援。 ・ 

強化事業  

。緩和医療普及促進等事業  ２,４３５万円  がん医療提供体制の充実強化を図るた 
め、緩和医療の普及啓発活動、緩和医療研 

9,４,５８５万円0x  修を支援。 

① 肝炎医療費援助事業費  １７億５,９２４万円  Ｂ型及びＣ型肝炎患者であって、 インタ
ーフェロン治療、 インターフェロンフリー 

9,１１億７,５６９万円0x  治療及び核酸アナログ製剤治療を必要とす 
る肝炎患者が治療を受けられるよう医療費 
を助成。  

⑫ 肝炎ウイルス検査事業費  ７,２５７万円  国の肝炎検査ウイルス検査事業として府 
内医療機関における無料の肝炎検査体制を 

9,６,５００万円0x  整備。 

⑮ 旧健康科学センタービル １億５,１２１万円  府立公衆衛生研究所及び大阪がん循環器 
3,改修等事業費  病予防センターを旧健康科学センタービル

9,７,３３７万円0x  に移転するにあたり、 3,同ビルの改修工事に 
かかる実施設計等を実施。  

9,２0x母子の命と健康を守り、  

０不妊治療費助成事業 

支えます  

① 不妊対策事業費  ７億１,８５３万円  
不妊治療の経済的負担の軽減を図るた 

9,６億８,１９０万円0x  め、 医療保険が適用されず高額となる配偶 
者間の特定不妊治療に要する費用の一部を 
助成。 

０不妊総合対策事業 
不妊等に悩む夫婦等に対する専門的な相 

談及び情報提供を行う体制を整備し、 不妊 
に悩む人々の身体的、 精神的負担の軽減と 
出産を支援。 

,0１０,0 



② 児童虐待発生予防対策事  ６００万円  望まない妊娠等、 妊娠に悩む人を対象と 
業費  した電話やメールによる相談窓口 「にんし 

9,６００万円0x  んＳ ０ Ｓ」 を運営し、必要な情報提供や継 
続的な支援につなげる取組みを実施。 

9,３0x 疾患を持つ方々の治療や  
Ｑ ０ Ｌの向上を応援します  

① 難病対策費  １２２億２,８７５万円  ０指定難病等医療費援助事業 
発病の機構が明らかでなく治療方法が確 

9,１３１億７,２０８万円0x  立していない希少な病気であって、 長期の 
療養を要する難病のうち、 厚生科学審議会 
の意見を聴いて厚生労働大臣が指定する指 
定難病9,３０６疾病0xについて、その治療費の 
一部を公費で助成。 

② 障がい者歯科診療体制整  ４,４４６万円  ０障がい者歯科診療施設運営費補助事業 
備事業費  障がい者歯科診療を行う医療機関に対し 

9,３,８５４万円0x  て人件費を補助。 

０障がい者歯科診療センター運営事業 
障がい者の拠点施設として障がい者歯科 

診療センターを大阪市とともに運営。 

③ ハンセン病療養所入所者  １,９１６万円  ０ハンセン病療養所入所者社会復帰等支援 
等支援事業費  3,事業 

9,１,９５０万円0x  ハンセン病回復者の社会復帰及び在宅の 
回復者やその家族支援のため、 回復者や家 
族等への社会生活支援を行うコーディネー 
夕一の設置及びハンセン病療養所入所者の 
里帰り等を実施。 また、 ハンセン病回復者 
等に対する偏見や差別の解消のための啓発 
を実施。 

④【新】自殺対策強化事業費  ６,６５２万円  大きな社会問題となっている自殺を防止 
し、 社会の健全な発展を図るため、 相談窓 

9,,00x  口の整備、人材育成、市町村等への技術支 
援を通じて、 地域における自殺対策の総合 
的な体制を整備。 

0xＨ２７年度３号補正にて３６, ６５３千円計上済81 

,0１1,0 



9,４0x感染症対策を推進します

① 新型インフルエンザ対策
費

② 感染症予防対策費

③ エイズ予防対策費

④ 結核対策関連事業費

⑤ 先天性風しん症候群対策
事業費

⑥ 地域医療介護総合確保基
金事業費9,感染症対策0x
。 Ｈ Ｉ Ｖ感染者の在宅等地

域医療体制構築事業

９億５,３５１万円

9,１億３,４３９万円0x 

１億６,９１４万円

9,１億７,８６０万円0x 

３,８６６万円

9,４,０５０万円0x 

２億１,４９１万円

9,２億５,９８８万円0x 

３,２５８万円

9,３,３６１万円0x 

２６２万円

9,２９６万円0x 

,0１２,0 

新型インフルエンザの入院患者を受け入
れる医療機関に対する支接、 抗インフルエ
ンザウイルス薬等の備蓄、 医療従事者への
研修等を実施。

また、 新型インフルエンザ等の発生時
に、 住民に先行して実施する予防接種 9,特
定接種0x の対象となる事業者の登録等を実
施。

感染症に迅速かつ的確に対応するため、
感染拡大防止、 医療体制の確保、 人材養
成。知識の普及など、総合的な感染症対策
を推進。

エイズに関する正しい知識の普及啓発、
相談指導。検査体制の充実など、総合的な
エイズ対策を推進。

結核患者の早期発見、 まん延防止のた
め、 感染症法に基づく定期健康診断や患者
管理検診、 接触者に対する健診等を実施す
るとともに、 結核に関する正しい知識の普
及啓発、 結核予防従事者に対する研修事業
及び結核患者に対する医療費公費負担など
を実施。

先天性風しん症候群を予防するため、 風
しんワクチンの接種が必要である者を抽出
するための抗体検査や市町村が実施する風
しんワクチン接種の補助、 情報提供等を実
施。

Ｈ Ｉ Ｖ感染者の在宅医療等へのニーズに
対応できる地域医療体制を構築するため、
地域医療機関とエイズ治療拠点病院とのネ
ットワーク整備を実施。 



３3,薬物対策、食の安全安心
及び生活衛生の確保を推進
します

① 麻薬等取締。乱用防止対
策事業費 3, 

② 西成地域における薬物対
策
。西成薬物対策啓発事業費

。 薬物依存症者等ケア強化

事業費

③ 危険ドラッグ対策事業費

④【新】かかりつけ薬局機能
強化推進事業費

⑤【新】後発医薬品安心使用
促進事業費

８０８万円

9,８１９万円0x 

１３９万円

9,１３９万円0x 

５１１万円

9,５４５万円0x 

３,１２７万円

9,３,５３７万円0x 

５００万円

9,,00x 

２１７万円

9,,00x 

,0１３,0 

０覚せい剤等乱用防止対策事業
薬物乱用防止のための戦略に基づき、 薬

物乱用防止指導員や各関係機関、 ボランテ
ィア団体等と協力して、麻菜。覚せい剤舌し
用防止府民運動等を展開。 

薬物乱用防止の啓発事業について、 薬物
を許さない街の実現に向け、大阪府、大阪
市、警察、地域住民が協力し、ポスターな
ど啓発資材の作成等の取組みを実施。

薬物依存症の患者ケアについて、 大阪府
と大阪市が協働し、 当事者。家族に対する
専門的なケアの強化、 医療機関を含む関係
機関職員への専門研修、 社会復帰支援の強
化等の取組みを実施。

「大阪府薬物の濫用の防止に関する条
例」に基づき、知事指定薬物を迅速に指定
するため、 分析機器の整備等、 検査体制を
強化。

平成２７年１０月に国が策定した「患者のた
めの薬局ビジョン」の実現に向けて、多
剤 。 重複投薬の防止や多職種連携による在
宅医療を推進する等かかりっけ薬局の機能
強化の取組みを実施。

府民及び府内の医療関係者が後発医薬品
を安心して使用するための取組みを実施
し、 後発医薬品の使用を促進。 



⑥ 食の安全安心推進事業費   １,４１３万円  「大阪府食の安全安心推進条例」 の基本      
理念に基づき、 府民の健康保護のために、      

9,１,２５５万円0x   危機管理対策の強化、 食品衛生に関する知      
識の普及などの施策を実施。      

⑦ 食肉衛生検査所運営費  ２,０９４万円   羽 曳野食肉衛生検査所において、 と畜検      
査、Ｂ Ｓ Ｅ検査、放射性物質スクリーニン      

9,４,３７７万円0x  グ検査及び衛生管理指導を実施。      

⑧ 浄化キ曹等整備促進事業費  ４,２６１万円   ０浄化 本曹整備補助事業      
し尿や生、活雑排水の適正処理を推進する      

9,４,７１２万円0x   ため、 計画的に小型合併処理浄化相の整備      
を行う市町村に対し補助。      

⑨【新】生活基盤施設耐震化  ３３億４,７２４万円   水道事業者等が実施する水道施設の耐震3,      
等交付金   化等事業に対し、国から交付される「生活      

9,,00x   基盤施設耐震化等交付金」 を交付。      

⑩【新〕国家戦略特別区域外  ６９７万円   外国人向け滞在施設として中請のあった      
国人⊠带在施設経営事業認定   事業者に対する審査、 認定及び認定施設に      
事務費    9,,00x  対する指導・苦情などに伴う立ち入り検査      

を実施。      

４3,大阪府立病院機構にかか   
る負担金、貸付金等   

① 大阪府立病院機構運営費   ７７億２,９２４万円  ５病院を運営する地方独立行政法人大阪      
負担金   府立病院機構9,以下「府立病院機構」0xに      

9,７８億４,６０２万円0x   対し運営費負担金を交付するとともに、 府      
立病院機構職員に対する基礎年金拠出金等      
の給付に要する費用のうち、 法令に基づく      

② 地方独立行政法人大阪府  １９億３,０４８万円   部分9,公的負担分0xを負担。      
立病院機構職員共済公的負   また、 建設改良に係る資金を貸付。      
担金   9,１９億５,３６１万円0x  

【平成２８年度当初予算案額〕 9,単位81千円0x      

③ 大阪府立病院機構建設改   ２２億５,０００万円  
・区分  Ｈ２８当初  Ｈ２７当初  Ｈ２６当初  

運営費負担金  ７,７２９,２３９  ７,８４６,０２３  ８,０７３,２６１  
良資金貸付金   １運営費  ５,４９３,７０８  ５,６５５,９５５  ５,８７９,８１９  

(２２億５,０００万円0x  １元利償還金  ２,２３５,５３１  ２,１９０,０６８  ２,１９３,４４２  
公的負担金  １,９３０,４７５  １９５３,６１１  １,８６８,７７９  

貸付金  ２,２５０,０００  ２,２５０,０００  ２,２５０,０００  
9,建設改良費0x  

※公的負担金は、 Ｈ２８当初より運営費負担金から府の直接執行へ振      
替      

,0１４,0 



④ 地方独立行政法人大阪府
立病院機構移行前地方債
償還費公債管理特別会計
繰出金

⑤ 大阪府立成人病センター
整備事業費

⑥ 大阪府市共同住吉母子医
療センター9,仮称0x整備事
業費

⑦【新ｉ大阪府立呼吸器。ア
レルギー医療センター整備
計画検討調査費

１０億９,７４８万円

9,１１億３,５７５万円0x 

２８１億９,３２４万円

9,５５億４,４５６万円0x 

１１億４,００６万円

9,５億３,９４５万円0x 

３９０万円

9,,00x 

１５ 

府立病院機構の病院事業にかかる地方債
を国等に償還するため、 元利償還金を一般
会計に一旦収入した後、 公債管理特別会計
に繰出。

府立3,成人病センターの移転建替えに伴う
新病院の施設及び医療機器の整備に係る資
金を貸付するともに、 移転に要する費用の
一部を負担。 9,平成２８年度末開院予定0x

大阪市立住吉市民病院と府立急性期。総
合医療センターの医療機能統合に係る新棟
整備を行うため、 施設整備に要する資金を
貸付。 3,

建築後４３年が経過している府立呼吸器。 
アレルギー医療センターの老朽化への対応
について検討するため必要となる検討調査
費の一部を負担。 



買料１,0２ 

平成２７年度一般会計補正予算9,第５号0x要求状況主要事業概要
9,健康医療部0x 

9,一般会計0x 
ｔ

段平成２７年度第５号補正予算案額 ｊ
中段平成２７年度現計予算額
下段平成２７年度第５号補正後予算案額

補正予算案額  
事 業 名  現計予算額  摘 要 

補正後予算案額  

① 不妊対策事業費  ３,８２５万円  特定不妊治療 9,体外受精及び顕微授精0x 
６億８,１９０万円  にかかる初回の助成費の増額及び男性不妊 
７億２,０１５万円  治療への助成の拡大。 

② 肝炎医療費援助事業費  ５億８,３６８万円  肝硬変 。 肝がんへの重症化の予防を図る 
１１億７,５６９万円  ため、 新たに保険適用されたインターフェ 
１７億５,９３７万円  ロンフリ一冶療薬を医療費助成に追加し、 

高齢や合併症等の理由によりインターフェ 
ロン治療を見合わせてきた患者や一部肝硬 
変患者の受療機会を確保。 



平成２８年２月定例府議会提出予定議案の概要 
9,健康医療部0x 

１3,事件議決案9,３件0x 

件 名  概 要 

１  

大販府看護師等修学資金貸付金の債務者に対 
して、大阪府が有する債権を放棄することについ 

大阪府看護師等修学資金貸付金  
て議決を求めるもの。 

〔放棄する債権〕  
に関する債権放棄の件  。大阪府看護師等修学資金貸付金２,８３５,３６６円 

及び当該貸付金に係る遅延損害金 
。当該貸付金に係る遅延損害金１６,６７５円 

２  

大阪府立救命救急センターの診療料等の債務 
者に対して、大阪府が有する債権を放棄すること 

大阪府立救命救急センターの  
について議决を求めるもの。 
〔放棄する債権〕 

診療料等に関する債権放棄の件  。 大阪府立救命救急センター診療料等 

５,９３２,６４０円及び当該診療料等に係る 
遅延損害金 

地方独立行政法人大阪府立  
地方独立行政法人大阪府立病院機構が作成す 

る第３期中期計画について認可するため、地方独 ３  病院機構に係る第３期中期計画  
立行政法시去第８３条第３項の規定により議決を 

について認可する件  
求めるもの。 

一１,0 



２3,条例案9,一部改正７件0x 

件 名  概 要 

１  

行財政改革推進プラン9,案0xに基づき、分析試 
験料のうち殺菌効力試験の手数料の額の規定を 

大阪府立公衆衛生研究所条例一  
削除するとともに、粉塵測定等の環境試験等の手 
数料の額を改正する。 部改正の件  

。粉塵測定等の環境試験手数料 
２４,６００円 → ２８,９００円 等 

施行日81平成２８年４月１日 

２  

行財政改革推進プラン9,案0xに基づき、助産婦 
名簿の謄本の交付を受けようとする場合等の手 

大阪府衛生行政事務手数料条例  
数料の額を改正する。 

。助産婦名簿の謄本の交付を受けようとする 
一部改正の件  

場合の手数料 
４,３００円 → ４,９００円 等 

施行日81平成２８年４月１日 

地方自治法第２５２条の１７の２の条例によ 
大阪府衛生行政事務に係る事務  る事務処理の特例制度に基づき、 精神保健及び精 

３  処理の特例に関する条例一部改  神障害者福祉に関する法律等に基づく事務の一 
正の件  部を高オ規市ほか１市が処理することとする。 

施行日81平成２８年４月１日 

４  

行財政改革推進プラン9,案0xに基づき、水質基 
準に関する検査等の手数料の額を改正する。 

大阪府保健所条例一部改正の件  。飲用水の水質検査に係る手数料 
１７８,６００円 → １９８,７００円 等 

施行日81平成２８年４月１日 

５  

地方白治法第２５２条の１７の２の条例による事 

大阪府特設水道条例一部改正の  
務処理の特例制度に基づき、 本条例に基づく事務 
の一部を泉佐野市ほか２市が処理することとす 

件  
る。 

施行日81平成２８年４月１日 

,0２,0



６  

国の規制改革実施計画により、理容所及び美容 
所を同一の場所で開設できることとなることに 
伴い、理容所及び美容所の衛生上の必要な要件を 

大阪府理容師法施行条例一部改  満たし、 かつ理容師及び美容師双方の資格を有す 
正の件  る者のみからなる事業所については、理容所と美 

容所における作業場及び待合所を区分すること 
を要しないこととする。 

施行日81平成２８年４月１日 

７  大阪府美容師法施行条例一部改  同上 
正の件   

３3,報告9,１件0x 

件 名  概 要 

大阪府看護師等修学資金貸付金に関する債権 
について、 大阪府債権の回収及び整理に関する条 
例第６条第３項の規定により放棄したので、同条 
第４項の規定により報告するもの。 

債権放棄報告の件  件 数 １５件 
１  9,大阪府看護師等修学資金  金 額 。大阪府看護師等修学資金貸付金 

貸付金に関する債権0x  １６,８００円及び当該貸付金に係る 
遅延損害金 

。 当該貸付金に係る遅延損害金 

２１,５７６円 
専決日 平成２８年１月２０日 

３ 



１ 地域医療構想策定の背景
０平成３７年9,２０２５年0x に団塊の世代の全てが７５歳以上となるなど、 高齢化の一層の進展により、 医療。介護を含めた社会保障制度を取り巻く状況は大きく変化していく。

特に大阪府では、 全国平均を上回る速さで高齢者の割合が増加するなど、 府民の医療 。 介護x9一ズの増加や多様化への対応が求められる。
０こうした中、 平成２６年の通常国会で成立した 「医療介護総合確保推進法」及び医療法の改正により、 患者の状態に応じた医療機能の分化・連携や在宅医療の充実等を推進し、 高度急性期から在宅

医療まで切れ目なく、 地域において効果的かつ効率的な医療提供体制を構築するために、 都道府県に現行の保健医療計画の一部として地域医療構想の策定が義務付けられた。 

２ 大阪府における 局齢化の進展  区分  
平成２２年  平成３７年  平成５２年  
9,２０１０年0x  9,２０２５年0x  9,２０４０年0x  ０大阪府では高度経済成長期の大量流入や第１次ベビーブーム世代の高齢化等から平成２２年9,２０１０年0xの７５歳以上の人口約８４万人が、２０２５年  

７５歳以上人ロ ８４万人  １５３万人  １４７万人  には約１５３万人となり、約７０万人が増加9,,0８１3,３0x0xする。これは全国平均の,0５３3,５0xと比べて極めて高く、全国第４位の高水準となる。  
高齢化率  ９3,５0x  １８3,２0x  １９3,７0x  ０人口減少が続く中にあっても、 ６５歳以上の高齢化率は上昇していく。  

４ 構想の構成
。第１章 地域医療構想の基本的事項 。第７章 まとめ9,今後留意すべき点0x 
。第２章 大阪府の現状 。構想区域編、資料編
・第３章 地域医療構想策定の検討体制
。第４章 医療需要。必要病床数の推計と構想区域の設定
・第５章 将来あるべき医療提供体制を実現するための施策の検討
・第６章 地域医療構想策定後の実現に向けた取組み

５ 医療需要。必要病床数の推計0x平成３７年9,２０２５年0x81 9,上段81人0x日、下段81床0x 
区  分  高度急性期 

８,８４２3, 

11７８９  

急性期  回復期  慢性期  計 

3, 3,２７,３３５ 

３５,０４７ 81   ２１,４１１ 

２３,２,0ｌ４3,  

 ８５,８１６ 
大阪府  

医療需要  

  

 ３１,3６４  １０１,４７４ 必要病床数  

豊能  
医療需要  １,０７７  ３,１５４  ３,２１９  ２,２２７  ９,６７７ 
 必要病床数  １,４３６  ４,０４４  ３,５７７  ２,４２１  １１,４７８ 

三島  医療需要  ７１７  ２,３０９  ２,５０７  ２,２１７  ７,７５０  
必要病床数  ９５６  ２,９６１  ２,７８６  ２,４１０  ９,１１３ 

北河内  医療需要  ８９７  ３,３６９  ４,０６０  ２,８３７  １１,１６３ 
必要病床数  １3,１９７  ４,３１９  ４,５１１  ３,０８３  １３,１１０ 

中河内  
医療需要  ４９３  １,８９０  ２,４８３  １,１７３  ６,０３９ 

必要病床数  ６５７  ２,４２４  ２,７５９  １,２７５  ７,１１５ 

南河内  
医療需要  ６１１  １,９６２  １,６８８  １,７５０  ６,０１１ 

必要病床数  ８１４  ２,５１５  １,８７５  １,９０２  ７,１０６ 

堺市  
医療需要  ７４４  ２,４４０  ２,３１４  ２,９４５  ８,４４３ 

必要病床数  ９９１  ３,１２８  ２,５７１  ３,２０２  ９,８９２ 

泉州  医療需要  ７４５  ２,１９８  ２,３６１  ２,３２１  ７,６２５ 
必要病床数  ９９３  ２,８１８  ２,６２３  ２,５２３  ８,９５７ 

大阪市  医療需要  ３,５５８  １０,０１３  ９,５９６  ５１９４１  ２９,１０８ 
必要病床数  ４,７４５  １２,８３８  １０,６６２  ６,４５８  ３４3,７０３ 

※慢性期の医療需要・必要病床数は、パターンＢ9,豊能、三島、北河内、中河内、南河内、大阪市0x、特例9,堺市、泉州0xにより算出。 

１81

６ 必要病床数と病床機能報告の比較
０病一床機能報告は、医療法に基づき毎年度9,Ｈ２６0x0x医療機関が病棟単位で、高度急性期、急性

期、回復期、慢性期の４つの医療機能の中から１つずっ選び都道府県に報告を義務付け。
０必要病床数と病床機能報告数とを毎年度比較検討し、不足する医療機能の充実を検討、協議する。

・現状では、高度急性期と慢性期は、ほほ均衡。急性期は過剰、回復期は大きく不足。
・今後、不足する回復期機能の充実が必要。 
・府内では約９割が民間医療機関であり、

公民における構想区域単位での医療機関
の自主的な取組みの協議により充足を図
っていく。

9,医療施設調査平成２６年１０月１日現在0x 
民間病院の割合  医療機関数  病床数 

大阪府  ９０3,５７0x  ８０3,２４0x 
全 国  ８１3,６３0x  ７１3,１４0x 

０また、必要病床数と現状の病床機能報告数
とを比較すると２０２５年には約１万床が不足
する推計結果。
。現状では、既存病床数が、保健医療計画に

定める基準病床数9,医療法に基づく算定数0x 
を超えるため増床はできない。 

医療機能  平成３７年9,２０２５年0x     平成２６年７月    差引   
必要病床数9,床0x     病廉機能報告9,床0x    9,床0x   

高度急性期  １１,７1   ９   １１,５８７    △２０２ 

十８,５８８3, 

 △２４,１０２  

急性期  

回復期  7２6２  

慢性期  ２３,２７     ;x9２９８７   △２８７  

計  ８５,４７１    ※△１６,００３   

※病床機能報告では約６3,cｏｏ床が未報告又は無回答

３ 構想の内容
① ２０２５年の二次医療圈別の医療需要と必要病床数の推計
② 将来のあるべき医療提供体制を実現するための施策

。医療機能の分化。連携のための施設整備等
・在宅医療の充実と医療従事者の確保。養成
。 地域医療介護総合確保基金の活用方策

７ 地域医療構想区域の設定
構想区域は二次医療圏を基本とするが、 ４医療機能ごとに医療圏域内の医療需要を検証
・府域は医療資源が充実し、 広域的な都市網を形成。 
。概ね二次医療圈において医療需要が満たされている。 → 次医療圈を構想区域に設

構想区域のイメージ81818181,、3,3,8181813,818181 8181 81818181、



８ 在宅医療等の推進
０在宅医療等の医療需要の推計 9,人0x日0x 

豊能  三島  北河内  中河内  南河内  堺市  泉州  大阪市  合計 

在宅医療等の医療需要  １８６５０  １２７４０  ２０ ０６６  １５４０９  １１８９７  １８１８２  １５５６４  ４７９８３  １６０４９１ 

うち訪問診療分  １３５５７  ９０３２  １３７６６  １０６６４  ７５６２  １１７５５  ９１７１  ３２１４９  １０７６５５ 
9,注0x在宅医療等の医療需要は、在宅医療等を必要とする対象者を表しており、実際には全員が１日に医療提供を受けるものではない。

その患者の受ける医療の頻度等によって医療提供体制は異なる。

O地域包括ケアシステム9,※0x。医療と介護の連携9,府と市町村の役割0x 

商
。医療提供体制の整備

医師等の医療従事者
の確保。養成等

開
。地域支援事業の在宅医療。介護連携推進事業の実施

在宅医療、介護の課題対応策の検討、多職種間の情報
共有、ネットワークの構築など

。府民。患者への在宅医療、看取り等の相談、普及啓発
※地域包括ケアシステムとは、 地域の実情に応じて、 高齢者が可能な限り住み慣れた地域でその有する能力に

応じ自立した日常生活を営むことができるよう医療、 介護、 介護予防、 住まい及び自立した日常生活の支援
が包括的に確保される体制。 9,大阪府は福祉部と健康医療部が連携して取組む0x 

１０ 検討体制
各医療機関の自主的な取組みを基本とし、

のあり方を検討。 x9検討体制のイメージ4, 
不足する病床機能の充足をはじめ医療提供体制

例0x病床機能分化の場合

検討
の場 自主的な

取組みに
よる医療
機関相互
の協議

基金の活用9,大阪府設置0x 

１１ 構想区域編9,豊能。三島・北河内・中河内・南河内。堺市。泉州。大阪市の８医療圈0x 

９ 将来あるべき医療提供体制を実現するための施策
高齢化の進展する中、 限りある医療資源で適切な医療を提供するために、 地域医療介護総

合確保基金を活用し、 「病床の機能分化。連携」「在宅医療等の充実」等を一層推進していく。 

,0２,0 

各構想区域9,二次医療圈0xの保健所。政令市が

地域の関係者と連携を図りながら、地域医療構想の

推進に向けた協議。調整を行う。

０構想区域編の記載内容
。市町村別データ

9,将来推計人ロ、医療機関数、施設数等0x
。医療需要及び必要病床数

・在宅医療等の必要量・提供体制の充実
。 市町村の在宅医療充実に向けた取組み

。今後の方向性
０

大阪市医療圈

泉州医療圈

中,可内医療圈

南,0可内医療圈

9,参考0x地域医療介護総合確保基金9,医療分0x
医療及び介護の総合的な確保を推進するため、 消費税の増収分を活用 した地域医療介護総合確
保基金を平成２６年度に創設9,毎年度、 国の配分により事業を実施0x
０基金の区分

①地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する事業
②居宅等における医療の提供に関する事業
③医療従事者の確保に関する事業

０平成２８年度予算額
・全国総額9,国予算額案0xは３年連続９０４億円を計上
。大阪府予算案は６１3,２億円。今後、国の配分を受けて実施9,参考81２７年度配分額５６3,２億円0x 

１0x病床の機能分化。連携の促
０各医療機関の自主的な取組みと地域医療構想調整会議における協議の実施
０病床の機能分化。連携のための促進対策

。 不足する病床機能への対応 9,回復期機能へ病床転換促進補助0x

。病床の機能分化・連携への対応
各病床機能の連携促進による入院から在宅への流れの円滑化の推進
地域における関係機関の連携体制構築の推進

9,２0x在宅医療等の充 保健所 富

０医療機関。医療関係者の連携 要
・訪問診療及び病診連携・多職種連携等の推進

地域包括支援センター
０医療と介護の連携推進 市町村

。地域医療構想調整会議等をｊ舌用した検討協議 需０在宅医療に関する相談、普及啓発 響
・在宅医療の理解促進、看取り相談体制の充実等

9,３0x医療従事者の確保・養成
０専門職種の人本オ確保・養成 歯科診療所

・訪問診療及び病診連携・多職種連携等の推進 落

在宅医療を担う専門職種の確保・養成 
０医療従事者の動務環境改善

在宅医療
コーディネータ

在宅齒科ケアステーション

・医療動務環境改善支援センターの運営、病院内保育所の整備運営支援 等

薬局

在
支

養
療所



x9基本理念4,
０高度専門医療の提供と

府域の医療水準の向上

０患者。府民の満足度向上

０安定的な病院経営の確立

【第１期9,平成１８0x２２年度0x〕
。法人設立時の不良債務を解消
。 府の医療施策の実施機関として担うべき医療を着実に実施

【第２期9,平成２３0x２７年度0x〕
。経営の健全化、収益を投資に活用
。新たな府の政策医療課題に対応、病院改革への対応

第１ 府民に提供するサービスその他の業務の質の向上

１。高度専門医療の提供及び医療水準の向上
9,１0x 府の医療施策推進における役割の発揮
①役割に応じた医療施策の実施、 ②診療機能の充実

【急性期Ｃ】
。高度救命救急センター、 三次。二次救急の指定医療機関としてＥ Ｒ部の充実等救命救急部門の体制強化

 精神科における身体合併症患者の積極的な受入れと難治性糖尿病合併症治療など専門機能の充実
【呼0x１及器Ｃ】

。感染症指定医療機関として、 新型インフルエンザ等の感染症に対する診廣機能の充実
呼ｏ股ケアセンターとしてあらゆる病態を力バーするとともに、 在宅医療の後方支援等体制の充実

。アトピー性皮膚炎に対する早期介入の実施や肺がん等悪性腫瘍に対する集学的治療の実施

【精神Ｃ】
。 医療観察法の規定による対象者や薬物中毒患者等の依存症患者などの受入れ、 認知症患者への対応

。医療、 教育及び福祉との連携強化による児重。思春期部門における効率的。効果的な医療の実施

【成人病Ｃ】
。 がん医療の基幹病院として、 悪性腫痛疾患患者に対する総合的な医療とケアの提供、 難治性がん患者に

対する集学的治廣の実施
 重粒子線がん治療施設等との連携による最先端のがん治療の提供

【母子Ｃ】
。産婦人科診療相互援助システＡ、新生児診療相互援助システｉの基幹病院として府域の周産期医療の体制確保

新手術棟の運用により府域全体のＰIＣＵ9,小児集中治療室0xとしての機能を発揮する体制構築
。 高度小児医療機能の向上と、 慢性疾患を持つ子どもとその家族への支援の充実

③新しい治療法の開発。研究等、④治験の推進、⑤災害時における医療協力等
9,２0x言多療機能充実のための基盤づくり
①優れた医療スタッフの確保及び育成、 ②施設及び高度医療機器の計画的な整備

9,３0x 府域の医療水準の向上
①地域医療への貢南大、 ②府域の医療従事者育成への貢献、 ③府民への保健医療情報の提供。発信

9,４0x より安心で信頼できる質の高い医廣の提供
①医療安全対策等の徹底、 ②医療の標準化と最適な医療の提供、 ③患者中心の医療の実践

２3,患者。府民の満足度向上
9,１0xホスピタリティの向上、 9,２0x待ち時間及び検査。手術待ちの改善、 9,３0xボランティア等との協働

第３ 
第６ 
第８ 

予算、収支計画及び資金計画、第４ 短期借入金の限度額、
前記の財産以外の重要な財産を譲渡し、又は担保に供する計画、第７ 剰余金の使途
料金に関する事項、 第１０ 大阪府地方独立行政法人施行細則第４条で定める事項

【第３期に向けた課題〕

。公的病院として更なる機能強化

。施設整備に係る償還費負担がピー
クを迎えることによる資金収支の
悪化

第２ 業務連営の改善及び効率化

第３期中期計画9,案0xの方向
第２期に引き続き府ｔ或の医療水準の向上に向けた積極的な

投資と法人の経営基盤の強化
１。患者。府民に対する質の高い医療の提供
２。将来にわたる安定的な病院運営の確保
３。 環境の変化に対応した病院機能の強化

１3,自立性の高い組織体制の確立
9,１0x組織マネジメントの強化
①本部機能の強化等を通じた法人ガバナンスの確立、②専門性、経営感覚を有する人材の育成。確保、
③職員の動務意欲を高める人事評価制度 。 給与制度の運用、 ④働きやすい職場環境の整備

9,２0x 診療体制の強化及び人員配置の弾力化
9,３0xコンプライアンスの徹底

２3,経営基盤の安定化 3,
9,１0x効率的。効果的な業務運営。業務プロセスの改善
①自律的な経営の管理、 ②柔軟性のある予算編成及び予算執行ののの力化

9,２0x 収入の確保
①新患者の確保及び病床の効率的連用、 ②診療単価の向上、 ③未収金対策及び資産の活用、 ④医療資源の活用等

9,３0x 費用の抑制
①給与費の適正化、②材料費の縮減、③経費の縮減

第５ 出資等に係る不要財産となることが見込まれる財産の処分

平成２６年４月の地方独立行政法人法の改正を踏まえ、従来
の新成人病センター用地の取得方式9,森之宮地区の現成人病セ
ンター用地と大手前地区の新成人病センター用地の等価交換
及び差額売買0xを変更し、移転時期である平成3,２９年４月に合
わせ、不要となる森之宮地区用地9,一部を除く0x及び建物を法
人から大阪府に現物納付し、大手前地区用地を大阪府から法人
に出資することとする。

※平成２８年９月定例会において、 定款変更等の関連議案を提出予定。 

第９ その他業務運営に関する重要事項

現病院用地
。建物9,森之宮0x 

新病院用地

大阪府、大阪市及び大阪市民病院機構と連携し行財政改革推進プラン9,案0xを踏まえた検討
【急性期Ｃ】 。大阪府市共同住吉母子医療センター9,仮称0xの早期整備の推進
【呼吸器Ｃ】 。将来の医療需要予測や」収支見通し。方向性を踏まえた施設整備に向けた取組み
【精神Ｃ】 。担当医制と地域医療連携室9,仮称0xの設置により地域連携を強化し、新規入院患者の受入を拡大
【成人病Ｃ】 。 がん言多携拠点病院をはじめとする地域医療機関等との言多療データの相互活用など戦略的な連携を検討

。 医療における国際貢南大の取組の推進

【母子Ｃ】 。総合病院との強力な連携等、今後の在り方の検討

,0１,0 



２４年度に大阪府市統合本部会議において決定された基本方針に基づいて、 ３０年３月に市立住吉市民病院が１一実,止される一しとに伴い、 府立急性期。総合医療センター敷地内に整備する「大
阪府市共同住吉母子医療センター9,仮称0x」 と、 市が市立住吉市民病院用地に誘致する民間病院が役割分担して、 これまで市立住吉市民病院が担ってきた小児。 周産期医療の提供機能を継続。 
強化する病院再編の取組みを進めてきた。

２７年８月、 市において民間病院の事業予定者を決定したことから、 府市で病院再編計画を策定し、 現在、 厚生労働省と協議中。 今後、 ３０年４月の供用開始を目指して、 取組みを進めて
いく。 

０大阪市立住吉市民病院の廃止に伴う病院 9,医療機能0x 再編計画の概要3, 

圈大阪府立急性期。総合医療センター9,住吉区0x81 
9,連営0x地方独立行政法人大阪府立病院機構

9,再編前の病床数0x７６８床
。産婦人科３５床9,うち産科用１５床0x
。小児科５０床9,うちＮIＣＵ６床、ＧＣＵ６床0x ほか

圈大阪市立住吉市民病院 9,住之江区0x 
※Ｈ３０3,３末閉院

9,運営0x地方独立行政法人大阪市民病院機構

9,再編前の病床数0xｌl９８床⇒移管9,１床は削減0x 

。産科３５床 。小児科３６床
。新生児科２５床9,うちＮIＣＵ６床0x ほか

【再編の方向性】

。 正常分娩を中心とした産科医療の実施

。一次医療を中心とした小児医療の実施

。地域でなお不足する小児・周産期医療等への対応

。一般医療9,内・外科等0xの実施

9,参考0x 大阪府市共同住吉母子医療センター813,9,仮称0x81の整備81にっ し 、て
【整備計画】
9,１0x整備内容

9,整備場所0x急性期。総合医療センター敷地内
9,延床面積0x１２,５００㎡9,渡り廊下含まない0x 、
9,構造0x ５階建て9,ＲＣ造。一部Ｓ造0x
9,病床数0x １２５床

１００床移

9,２0x今後の整備スケジュール
9,２８年度0x本体工事等
9,２９年度0x本体工事等、医療機器購入

新棟立空工、開院準備
9,３０年度0x開院9,４月0x 

昌

【再編後】

大阪府立急性期。総合医療センター

Ｅ急性期・総合医療センター敷地内に新棟を整備等して機能強化
【再編後の病床数８６５床】

０新棟「大阪府市共同住吉母子医療センター9,仮称0x」に１２５床整備
【うち移管分６０床】

。産科４６床9,うちＭＦIＣＵ６床0x 。小児科５８床9,うちＨＣＵ８床0x
。新生児科２１床9,うちＮIＣＵ９床、ＧＣＵ１２床0x

０急性期・総合医療センター既存棟５階に５７床整備 【うち移管分３７床ｉ
。救急後送病床１７床 ほか

大阪市立住吉市民病院用地

圈民間病院「南港病院」の誘致【再編後の病床数２０９床】

０Ｈ２７3,８市が事業予定者を「医療法人三宝会南港病院」に決定
０市立住吉市民病院用地に新病院9,南港病院0xを移転建替え
０新病院9,南港病院0xに２０９床整備【うち移管分１００床】

。産科１４床 。小児科１０床ぼか

9,３0x整備費9,Ｈ２８当初予算要求時点0x
【総額】約８４3,０２億円9,予算ペース0x

9,内訳0x設計費等 ２3, ３４億円
本体工事費 ５６3,０９億円
附帯工事費 ８3,８３億円
医療機器購入費 １６3,７６億円

【負担割合】府市折半9,府負担額0x約４２3,０１億円0x 

9,４0x２８年度当初予算要求額
【現年予算】9,貸付金0x１,１４０,０５７干円

【債務負担行為ｌ9,期 間0xＨ２８0xＨ２９
9,貸付金0x １,９５９,０１４千円

一１,0 


